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要       約 

太平洋北部におけるヤナギムシガレイの漁獲量は周期的に変動している。近年では 1995

年から増加がみられ、1998、1999 年にはそれまでで最高の漁獲量を記録した。その後急激

に減少し、2001 年にはピークの 1/3 程度に落ち込んだ。2002 年以降は漸増傾向にあり、2010

年の漁獲量は 1990 年代後半に準ずるレベルになっている。VPA による資源量推定値および

沖底の漁獲量、CPUE から、資源の水準は高位、動向は増加と判断した。2003 年以降の資

源状態は安定しており、漁獲圧もさほど高くはない。また東日本震災の影響により、2011

年の漁獲圧も半分程度に減少すると予測される。そこで、震災以前の近年の漁獲圧を維持

することを資源の管理目標とした。ABC 算定のための基本規則 1-3)-(1)に基づき、Fcurrent

を基準値とし、Flimit= Fcurrent としたときの漁獲量を ABClimit とした。また、Ftarget=Flimit 

×0.8 とし、この時の漁獲量を ABCtarget とした。 
2012年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合

ABClimit 315トン Fcurrent 0.33 23%
ABCtarget 271トン 0.8Fcurrent 0.27 20%

F値は各年齢の平均値。

年 資源量（トン） 漁獲量（トン） F値 漁獲割合
2009 1,168 219 0.41 19%
2010 1,347 249 0.32 18%
2011 1,304

年は暦年、F値は各年齢の平均である。 2010年の漁獲量は暫定値。

水準：高位  動向：増加 

 
本件資源評価に使用するデータセットは以下のとおり

データセット 基礎情報、関連調査等
県別漁獲統計（農林水産省）
太平洋北区 沖合底びき網漁業漁獲成績報告書（水産庁）
体長-年齢測定データ（水研、福島県、茨城県）
・市場買い付け
・カレイ類分布調査（着底トロール）
漁獲量調査（青森～茨城 (5) 県）
・市場データ

資源量指数 小型底びき網漁業漁獲成績報告書（水研、青森～茨城 (5) 県）
太平洋北区 沖合底びき網漁業漁場別漁獲統計資料（水研セ）

成熟年齢・体長 月別精密測定調査（水研、福島県、茨城県）
・市場買い付け
・カレイ類分布調査（着底トロール）

(M) M=0.25 1960

年齢別・年別漁獲量、
漁獲尾数

自然死亡計数 年当たり を仮定（田中 より）
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暫定値ながら高い水準となり、主漁場である常磐海域では 25,000 網を超す水準となってい

る。 

  

4．資源の状態 

（1）資源評価の方法 

 1998～2010 年に茨城県もしくは福島県で漁獲されたヤナギムシガレイについて、年別前

後期別（1～6 月と 9～12 月）雌雄別の age-length key を作成した。それと漁獲尾数をもとに

年齢別漁獲尾数を求め、1～7 歳以上の 7 年齢群についてコホート解析を行い、年別年齢別

資源尾数および漁獲死亡係数 F を推定した。なお、ヤナギムシガレイの寿命や成長には雌

雄差があるため、資源重量は以下のように求めた。6 歳以下については、それぞれの年齢の

雌雄の平均体重の和の半分を年齢別体重とし、7 歳以上では雌の体重を年齢別の体重とした。

先に求めた年齢別資源尾数に年齢別の体重を乗じたものを年齢別の資源重量とした（補足

資料 2）。 

 

（2）資源量指標値の推移 

 主要な漁場である金華山、常磐および房総海区の沖底の CPUE を図 7 に、小底の CPUE
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図 10. ヤナギムシガレイ漁獲物の年別前後期別の全長組成 

1998～2001 年は茨城県水揚げ分で、2002～2010 年は福島県水揚げ分。 
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を図 9 に示した。図 4 との比較から、漁獲量が多い時期には CPUE は高く、漁獲が少ない

時期には低い傾向が認められた。2010 年の沖底の CPUE は各海区ともに増加傾向にある（図

7）。特に常磐海区の沖底において、本種の重要性は高く、本種を主要な対象とした操業も

行われているため（島村・五十嵐 2000）、CPUE は資源状態を表す指標として使うことがで

きると考えられる。 

図 12. 資源量と漁獲割合の経年変化 

図 11. F 値（各年齢平均）の経年変化 

 

（3）漁獲物の体長組成の推移 

漁獲物の全長組成の経年変化を図 10 に

示した。1998 年の後期には全長 15～19cm

と 20～25cm に 2 つのモードが認められる。

ヤナギムシガレイは 1 歳の後期頃から漁

獲加入しており、2 歳の途中で全長 20cm

台前半に達することから、この 2 つのモー

ドは 2 年続けて卓越年級が発生したため

であると考えられる。2003～2005 年の 3

年間は後期に 15～19cm のモードが認め

られており、比較的安定した加入があっ

た。2006 年には漁獲物に小型魚のモード

が認められなかった一方で、2007 年には

小さいながらも小型魚のモードが認めら

れ、2008～2010 年にも比較的大きいモー

ドが認められており、最近 3 年は加入

は良いと考えられる。また、2001 年以

前と比べて 2002 年以降は全長 30cm 以上個体が若干増加しており、大型個体の個体数が増

加していることが示唆されている。 
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（4）資源量と漁獲割合の推移 

 コホート解析の結果、2010 年の資源量は 1,347 トンと推定された。この値は資源量推

定値のある 1998 年以降で最も高い数字である。また、1998 年以降、F の値や漁獲割合は減

少する傾向にあり、2010 年の漁獲割合は 18%であった（図 11、12）。 

 

（5）資源の水準・動向 

沖底の漁獲量ならびに CPUE の変化から、資源量は 1997～1999 年にかけて高い水準にあ
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図 13. 年齢別資源尾数の時系列変化 

 破線は中高位、中低位の境界を示す。 

ったと考えられるが、その後大幅に減少し

た（図 4、図 7）。漁獲量は 2001 年から増

加し始め、CPUE も 2003、2004 年ごろか

ら増加に転じている。2009 年には沖底の

漁獲量、CPUE ともに 1990 年代後半に準

ずるレベルにまで回復した。また、VPA

で求めた 2010 年の資源尾数、重量も 1998

年以降で最も多かったこと（表 3、5、図 13）

から、資源水準は高位であると考えられる。

さらに、最近 5 年間の沖底漁獲量、CPUE および資源量はいずれも増えていることから、動

向は増加傾向にあると考えられる。 
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表2. 太平洋北部におけるヤナギムシガレイの年齢別漁獲尾数（千尾）
年齢 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

1 1,117 220 34 468 153 736 534 443 84 368 418 366 190
2 1,724 1,138 494 294 547 201 488 785 691 181 827 984 1,615
3 824 798 688 140 349 275 137 320 361 348 174 505 707
4 287 419 426 134 145 146 197 48 187 243 151 136 249
5 149 235 223 105 52 85 37 90 43 108 80 105 122
6 83 117 118 63 68 61 37 25 62 64 50 97 86

7以上 101 125 105 68 76 38 86 66 56 102 60 94 56
合計 4,286 3,052 2,089 1,272 1,391 1,542 1,516 1,777 1,484 1,415 1,762 2,286 3,024

表3. 太平洋北部におけるヤナギムシガレイの資源尾数（千尾）
年齢 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

1 5,944 2,392 1,981 3,519 1,609 3,574 4,056 3,825 2,532 5,016 6,969 9,868 2,950
2 4,742 3,643 1,668 1,513 2,328 1,118 2,133 2,687 2,588 1,898 3,582 5,059 7,362
3 2,421 2,172 1,833 863 919 1,330 694 1,231 1,400 1,406 1,319 2,059 3,072
4 1,154 1,158 987 820 549 407 793 419 676 771 788 873 1,159
5 546 645 532 393 520 299 188 444 285 361 386 480 560
6 277 294 295 217 213 359 158 114 266 184 186 230 282

7以上 338 316 262 237 238 225 368 302 243 292 224 221 183
合計 15,422 10,620 7,559 7,563 6,376 7,312 8,390 9,021 7,990 9,929 13,454 18,791 15,567

注）コホート解析による推定値。

表4. 太平洋北部におけるヤナギムシガレイの漁獲死亡係数
年齢 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

1 0 24 0 11 0 02 0 16 0 11 0 27 0 16 0 14 0 04 0 09 0 07 0 04 0 08
2 0 53 0 44 0 41 0 25 0 31 0 23 0 30 0 40 0 36 0 11 0 30 0 25 0 29
3 0 49 0 54 0 55 0 20 0 56 0 27 0 25 0 35 0 35 0 33 0 16 0 33 0 30
4 0 33 0 53 0 67 0 21 0 36 0 52 0 33 0 14 0 38 0 44 0 25 0 19 0 28
5 0 37 0 53 0 65 0 36 0 12 0 39 0 25 0 26 0 19 0 41 0 27 0 28 0 28
6 0 41 0 60 0 60 0 39 0 45 0 21 0 31 0 29 0 30 0 51 0 37 0 65 0 42

7以上 0 41 0 60 0 60 0 39 0 45 0 21 0 31 0 29 0 30 0 51 0 37 0 65 0 42
平均 0 40 0 50 0 52 0 31 0 36 0 28 0 28 0 27 0 28 0 38 0 28 0 41 0 32

注）コホート解析による推定値。

表5. 太平洋北部におけるヤナギムシガレイの資源重量（トン）
年齢 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

1 136 55 45 81 37 82 93 88 58 115 159 226 68
2 332 255 117 106 163 78 149 188 181 133 250 354 515
3 274 246 207 98 104 151 79 139 158 159 149 233 348
4 187 188 160 133 89 66 129 68 110 125 128 142 188
5 105 124 103 76 100 58 36 86 55 70 74 93 108
6 64 68 68 50 49 83 36 26 61 43 43 53 6

7以上 104 97 80 73 73 69 113 93 74 90 69 68 56
合計 1,202 1,032 781 616 615 586 635 687 698 733 873 1,168 1,347

注）資源尾数に各年各年齢の平均体重（5-6月）を乗じたもの。

5

性比は1:1と仮定し、7歳魚以上の個体はすべて雌とした。
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2012 年以降の漁獲シナリオとして F=M、Fmax、F30%SPR、Fcurrent（2006～2010 年の平均

の F）および 1.2Fcurrent などについて検討した。その結果、F30%SPR や 1.2Fcurrent では、

資源は 2012 年に増加した後、減少に転じる。（表 6、図 16）。F=M となる漁獲圧まで下げる

と、2016 年の資源量は 1,200 トン以上で維持されるが、2012 年の漁獲量は 274 トンに抑え

られる。現状の漁獲圧を維持すると、2012 年の漁獲量は 315 トンと高くなり、2016 年の資

源量も 1,000 トン以上で維持される。 

現在の漁獲圧の元で資源が高い水準に回復してきたこと、この漁獲圧でも親魚は多く取

り残されること、東日本大震災の影響により 2011 年の漁獲圧はかなり低めに抑えられるこ

ともあり、Fcurrent を基準値として ABC の算定を行った。水準と動向は高位、増加と判断

されるので、ABC 算定のための基本規則の 1-3)-(1)に基づき、Flimit=基準値によって ABC

を算定した。先述のように基準値を Fcurrent とし、不確実性を考慮して安全率を 0.8 とした。

その値を Flimit に乗じたものを Ftarget とし、このときの漁獲量を ABCtarget とした。その

結果、ABClimit=315 トン、ABCtarget=271 トンと算出された。 

2012年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合
ABClimit 315トン Fcurrent 0.33 23%
ABCtarget 271トン 0.8Fcurrent 0.27 20%

F値は各年齢の平均値。

 

（3）ABClimit の評価 

 Fcurrent を基準値とすることにより、漁獲量は 2012 年以降徐々に減少していく。これは

近年の加入量が極めて良かったのに対し、2011 年以降には過去 10 年の平均の加入量を与え

ているためである。それでも 2016 年の漁獲量は 248 トンで 2010 年と等しく、資源量も 1,074

トンと高位水準で維持される。また、若齢魚の漁獲圧が低く、親魚も十分取り残されてい

ることから、この基準値を用いた。 

  

（4）ABC の再評価 

2010 年、2011 年の資源量および ABC はそれぞれ再々評価および再評価で大きく増加し

た。この要因には、2007、2008 年級の加入が想定よりも良かった影響が大きい。また、昨

年までの評価報告書は 5 歳以上をプラスグループとしていたが、近年高齢魚も多く見られ

評価対象年 管理 資源量 ABClimit ABCtarget 漁獲量
（当初・再評価） 基準 （トン） （トン） （トン） （トン）

2010年（2009年当初） F30%SPR 0.33 734 192 159
2010年（2010年再評価） F30%SPR 0.33 905 231 191
2010年（2011年再評価） F30%SPR 0.38 1,347 339 280 249
2011年（2010年当初） Fcurrent 0.22 1,042 223 183
2011年（2011年再評価） Fcurrent 0.28 1,304 270 227
1;ABClimitに対する資源管理基準（略号）とそれに相当するF値（年あたり）

資源量、漁獲量、ABCの単位：トン、漁獲量は暫定値。

F値
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るようになったことから、本年から 7 歳以上に引き上げて精度を向上させた影響も多少あ

ると考えられる。 

昨年度評価以降追加されたデータセット 修正・更新されたデータセット

2009年漁獲量確定値 2009年漁獲量の確定
2010年漁獲量 2010年漁獲量の暫定値

2010年年齢別・年別漁獲尾数
過去に遡及した年齢別年別漁獲尾数の見直し

2010年までの年齢別資源尾数、漁獲係数

 

6．ABC 以外の管理方策への提言 

2003 年以降の加入は、比較的少なかった 2006 年を除くと安定しており、特に 2007 およ

び 2008 年級の加入は非常に多い。このことから、世代交代は比較的うまくいっていると言

える。ただし、本資源は 1980 年代後半から 1990 年代前半に超低水準の資源状態を経験し

ている。そのような状況になることを避けるためにも、加入状況を早めに把握し、加入が

悪いと認められたときには若齢魚の漁獲を制限し、親魚になるまで保護する努力が必要と

なるだろう。 

ヤナギムシガレイの産卵期は 1～2 月がピークであり、仔稚魚は数ヶ月間沿岸域で浮遊生

活を送る。東日本大震災が発生した 3 月には浮遊生活期であったと考えられるため、津波

の影響により 2011 年級の加入は少ない可能性がある。震災などの影響による漁獲圧の減少

と併せ、今後の資源および漁業の変化には特に注意する必要がある。 
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ため、計算は１歳以上を対象とし、7 歳以上の個体は少ないため、7 歳は 8 歳以上を含めた

プラスグループとした。 

各年齢、各年における資源尾数 Na, y は、以下の Pope (1972) の近似式を用いて求めた。 

Na,y =Na+1,y+1 exp(M)+Ca,y exp (M/2) 

ここで Na,yは y 年における a 歳魚の資源尾数、Ca,yは y 年における a 歳魚の漁獲尾数であ

る。最近年（2010 年）、最高齢（7 歳、プラスグループ）および最高齢－1 歳魚の資源尾数

は以下の式で求めた。 

Na,2010=Ca,2010 exp(M/2)/(1-exp(-Fa, 2009)) 

N7+,y＝C7+,y/(C7+,y+C6,y) × N7+,y+1 × exp(M)+C7+,y × exp(M/2) 

N6,y=C6,y/(C7+,y+C6,y) × N7+,y+1 × exp(M)+C6,y × exp(M/2) 

ターミナル F を除く漁獲死亡係数 F 値の計算は以下の式で求めた。 

Fa,y=-ln(1-(Ca,y exp(M/2) /Na,y)) 

最高齢の F は最高齢－1 齢魚の F と等しくなるように探索的に求め、2010 年の Ft は過去

5 年間の平均値とした（表 4）。 

ヤナギムシガレイは 20 年以上生きることも報告されているが、2002～2008 年に漁獲、年

齢査定された約 11,266 個体のうち、11 歳以上の個体は 47 個体と少なかった。そこで寿命を

10 年と仮定し、田内・田中の式（田中 1960）より自然死亡係数は 2.5/10=0.25 で一定とした。 

 

引用文献 

Pope, J. G (1972) An investigation of accuracy of virtual population analysis using cohort analysis. 

Res. Bull. int. comm. Northw. Atlant. Fish., 9, 65-74. 

 

 

補足資料 3 漁獲率と自然死亡率 

   下記に漁獲率 (E) と自然死亡率 (D) を示した。なお、それぞれの算出方法は以下の通り

である。 

(1 )F MMD e
F M

− −= −
+

 

(1 )F MFE e
F M

− −= −
+
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22%SPR に相当する。RPS メジアンと親魚量を用いて親魚量に応じた加入量を推定し、さま

ざまな基準で漁獲した際の 2011 年以降の資源量と漁獲量の変動をシミュレートした（別添

図 2）。資源量は F30%とすると若干減少するが、Fcurrent を含むその他の基準では増加する。

ただし、先述のように 1990 年代の卓越年級は非常に少ない親魚量で発生したと考えられ、

この再生産関係は大きく変化する可能性があること、卓越年級を発生されることのできる

親魚量の下限や加入量の上限などが不明確なことから、ABC 算定には用いていない。 

 

補足資料 5 2011 年の漁獲状況について 

2011 年 3 月 11 日に発生した巨大地震と津波により、東北地方太平洋岸の漁業は壊滅的な打

撃を受けた。ヤナギムシガレイを漁獲する各漁業種の船舶も数多く被災したことから、2011

年の漁獲状況は 2010 年以前とは異なる様相となっている。本資源評価では、VPA で求めた

前年の資源尾数に近年の漁獲死亡係数を乗じて先送りし、翌年の資源尾数を求めてきた。

これは本年の漁獲状況が前年以前と変わらないという前提の下では有効であるが、本年の

ように漁獲状況が大きく変わるときには適用できない。そこで、各県および各漁業種の被

災および復旧に関する情報をまとめ、震災が漁獲に与えた影響を可能な限り数値化した。 

・ ヤナギムシガレイが漁獲されている青森、岩手、宮城、福島および茨城の漁船について

被災状況を調べた。 

・ 漁業種は沖合底びき網漁業、小型底曳き網漁業および沿岸漁業（延縄、刺し網、定置網

およびその他）に分けた。 

・ 被災の状況は、組合等からの聞き取り、各県および水産庁に寄せられた情報から調べ、

震災以前の漁船数については農林統計資料も用いた。 

・ 3 月 11 日以降の操業再開日は組合からの聞き取り、各県からの情報から調べた。 

・ 被災しておらず 5～6 月にがれき撤去などに従事していた船は、9 月から操業を再開する

とした。ただし福島県の船については 9～12 月のうち半分の操業とした。 

・ 被災した船については 12 月 31 日まで操業を再開しないものとした。 

・ 県別、漁業種別に操業隻数と操業期間の減少から予測される努力量の減少割合を求め、 

2005～2009 年の平均漁獲量に占める各県、各漁業種の割合を算出した。それに上で求め

た努力量の減少割合を乗じることで、漁獲の状況に応じた重み付けを行った。 

・ この値を 2006～2010 年の年齢別 F の平均値に乗じることで 2011 年の年齢別の F を求め

た。 

その結果、青森県から茨城県の操業の稼働率は、沖底で 39～97%、小底で 30～97%、沿

岸漁業で 26～83%で、特に、宮城、福島での減少幅が大きかった（別添表 3）。また、

漁業種別に見ると、沖底、小底および沿岸漁業の稼働率は 50～61%であった。これらを
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統合した結果、2011 年のヤナギムシガレイ漁業の漁獲圧は 58.0%に減少することが示さ

れたことから（別添表 4）、2011 年の漁獲死亡係数 F は最近 5 年間の値に 0.580 を乗じた

ものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足表3. ヤナギムシガレイの漁獲比率と操業減少率
沿岸漁業（刺網、延縄、定置）

県
漁獲比
率(a)

減少率
(b)

a*b
漁獲比
率(c)

減少率
(d)

c*d
漁獲比率

(d)
減少率(f) e*f

青 森 0.018 0.968 0.017 0.006 0.970 0.006 0.250 0.830 0.207
岩 手 0.094 0.760 0.072 0.415 0.487 0.202
宮 城 0.094 0.617 0.058 0.213 0.301 0.064 0.292 0.260 0.076
福 島 0.562 0.387 0.218 0.374 0.432 0.162 0.022 0.269 0.006
茨 城 0.231 0.919 0.213 0.407 0.676 0.275 0.021 0.493 0.011
合 計 1.000 0.577 1.000 0.000 0.507 1.000 0.502

沖底 小底

補足表4. 全体の漁獲に占める漁法別の比率と減少率
漁獲量（トン、
直近5年平均）

漁法別の比率
(g)

減少率(h) 比率g*比率h

沖底 106 0.608 0.577 0.351

小底 53 0.306 0.507 0.155

沿岸漁業 15 0.086 0.502 0.043

合計 174 1.000 0.549
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